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１ 届出が必要な事項、届出時期、必要書類、提出方法  

 次ページの一覧表で確認してください。 

 

２ 届出手順 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※郵送で届出を行う場合には、末尾の宛名ラベルをご活用ください。 

 
 

届出用紙は、横浜市ホームページ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/fukushi-kaigo/kaigo/shinsei/kyotaku/ 

 内「書式ライブラリー」からダウンロードできます。 

 

返信用封筒は、届出の受理書を返送するために使用します。(電子申請届出システム（厚生

労働省所管）で届出の場合、添付不要) 

長形３号封筒に切手を貼り、返信先の宛先を明記のうえ同封してください。 

事由の発生 

提出書類・提出方法の確認 

（次ページの一覧表参照） 

【再開】 

【廃止】 

【休止】 

① 再開予定日より１月前までに電話連絡 

連絡先：横浜市介護事業指導課 運営支援係 

    （TEL：045-671-3413） 

② 事前確認資料（①でお伝えします）の作成 

③ ②を再開予定日の 15日前までに郵送 

④ 必要書類の作成 

⑤ ④の事業所控えを取得し、事業所で保管 

⑥ ④を郵送又は、電子申請届出システム（厚生労

働省所管）で提出（再開日から 10日以内） 

① 必要書類の作成 

② ①の事業所控えを取得し、事業所で保管 

③ ①を郵送又は、電子申請届出システム（厚生

労働省所管）で提出（廃止・休止日１月前まで） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/fukushi-kaigo/kaigo/shinsei/kyotaku/


廃止（休止・再開）届（R07.02版） 

  
郵送で届出を行う場合 

 
廃止・休止・再開（提出方法・必要書類） 

 

届出内容 
提出 

方法 

必要書類 備 考 

届出用紙 添付書類  
１ 廃止届 廃止日の１月前ま

でに、郵送 

 

・管理票 

・別紙様式第一号（七） 
（居宅サービス用） 

・別紙様式第三号（三） 
（総合事業用） 

・別紙様式第二号（三） 
（居宅介護支援用） 

 

・返信用封筒 ※処遇改善加算の算

定を受けている事業

所を廃止する場合 

介護職員処遇改善

加算の変更に係る届

出が必要です。 

 

２ 休止届 休止日の１月前ま

でに、郵送 

 

・管理票 

・別紙様式第一号（七） 
（居宅サービス用） 

・別紙様式第三号（三） 
（総合事業用） 

・別紙様式第二号（三） 
（居宅介護支援用） 

 

・返信用封筒 ※休止期間は最大で

６月間。 

※休止期間の終了日

の１月前までに事業

継続可否を検討し、改

めて再開届又は廃止

届を提出すること。 

３ 再開届 医療みなし 

 
（訪問看護、

居宅療養管理

指導訪問・通

所リハビリテ

ーション） 

再開日から 10日以

内に、郵送 

 

・管理票 

・別紙様式第一号（六） 
（居宅サービス用） 

・別紙様式第三号（二） 
（総合事業用） 

・別紙様式第二号（五） 
（居宅介護支援用） 

 

・返信用封筒  

その他 
 

（介護老人保

健施設による

訪問・通所リ

ハビリテーシ

ョンを含む） 

 

【電話連絡】 

↓ 

 

再開日から 10日以

内に、郵送 

 ※書類提出前に、必ず

本市に電話連絡を

行ってください。 

 

 

【注意事項】介護保険法以外の法令に基づく届出が必要な場合 
 

(1)生活保護法等の指定介護機関について 

本届出とは別に、生活保護法等指定介護機関廃止届出が別途必要です。 

問い合わせ： 横浜市 生活支援課 

TEL：０４５－６７１－４０８８ 

(2)訪問看護ステーションについて 

 本届出とは別に、健康保険法に基づく廃止届出が別途必要です。 

 問い合わせ：関東信越厚生局神奈川事務所 審査課 

    TEL：０４５－２７０－２０５３ 



廃止（休止・再開）届（R07.02版） 

電子申請（厚生労働省所管）で届出を行う場合 

 
廃止・休止・再開（提出方法・必要書類） 

 

届出内容 
提出 

方法 

必要書類 備 考 

届出用紙 添付書類  
１ 廃止届 廃止日の１月前ま

でに、電子申請シ

ステム（厚生労働

省所管） 

 

申請画面に沿って入

力することで、別に添

付する必要がなくな

ります。 

 ※処遇改善加算の算

定を受けている事業

所を廃止する場合 

介護職員処遇改善

加算の変更に係る届

出が必要です。 

 

２ 休止届 休止日の１月前ま

でに、電子申請シ

ステム（厚生労働

省所管） 

申請画面に沿って入

力することで、別に添

付する必要がなくな

ります。 

 ※休止期間は最大で

６月間。 

※休止期間の終了日

の１月前までに事業

継続可否を検討し、改

めて再開届又は廃止

届を提出すること。 

３ 再開届 医療みなし 

 
（訪問看護、

居宅療養管理

指導訪問・通

所リハビリテ

ーション） 

再開日から 10日以

内に、電子申請シ

ステム（厚生労働

省所管） 

申請画面に沿って入

力することで、別に添

付する必要がなくな

ります。 

 

  

その他 
 

（介護老人保

健施設による

訪問・通所リ

ハビリテーシ

ョンを含む） 

 

【電話連絡】 

↓ 

 

再開日から 10日以

内に、電子申請シ

ステム（厚生労働

省所管） 

 

 ※書類提出前に、必ず

本市に電話連絡を

行ってください。 

 

 

  

【注意事項】介護保険法以外の法令に基づく届出が必要な場合 
 

(1)生活保護法等の指定介護機関について 

本届出とは別に、生活保護法等指定介護機関廃止届出が別途必要です。 

問い合わせ： 横浜市 生活支援課 

TEL：０４５－６７１－４０８８ 

(2)訪問看護ステーションについて 

 本届出とは別に、健康保険法に基づく廃止届出が別途必要です。 

 問い合わせ：関東信越厚生局神奈川事務所 審査課 

    TEL：０４５－２７０－２０５３ 



廃止（休止・再開）届（R07.02版） 

 

☆郵送用ラベル  こちらをコピーの上、ご活用ください。（※） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃止 ・ 休止 ・ 再開 のいずれかを○で囲んでください。） 

〒231-0005 
横浜市中区本町６－50－10 16F 
横浜市 健康福祉局 介護事業指導課 
居宅サービス担当 行 
 
＜ 廃止・休止・再開 届在中＞ 


